
（対象年度：令和4年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

北海道 松前町

財政力指数 0.20 標準財政規模（百万円） 3,827

R5.1.1人口(人) 6,231 令和4年度職員数(人) 96

面積（K㎡) 293.25 人口千人当たり職員数(人) 15.4

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的な
債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 8,748 791 9.0% 4,633 53.0% 3,324 38.0% 465 12.5% 1,264 34.1% 1,982 53.4%

H27年 7,337 542 7.4% 3,421 46.6% 3,372 46.0% 362 11.1% 1,088 33.5% 1,799 55.4%

R2年 6,260 377 6.0% 2,614 41.8% 3,269 52.2% 270 10.1% 741 27.7% 1,664 62.2%

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

全国平均

北海道平均
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2% 23.4% 73.4%

10.7% 57.2% 32.1% 6.3% 16.9% 76.8%

財務状況把握の結果概要 北海道財務局函館財務事務所財務課

◆対象団体

◆基本情報
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◆国勢調査情報



※平均値は、いずれもR3年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R3年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR3年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

（R4年度） 松前町 全国平均 類似団体平均

松前町 全国平均 類似団体平均 松前町 全国平均 類似団体平均

松前町 全国平均 類似団体平均 松前町 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：億円）
＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 松前町  早期健全化基準  財政再生基準

実質赤字比率 - 15.00% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 20.00% 30.00% 

実質公債費比率 7.5% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 4.2% 350.0% -

債務償還可能年数 11.1年 10.6年 6.7年 4.8年 6.3年

実質債務月収倍率 15.4月 15.2月 12.6月 10.1月 9.3月

積立金等月収倍率 5.4月 4.8月 5.0月 5.6月 6.0月

行政経常収支率 11.5% 11.9% 15.7% 17.6% 12.1%

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
（参考）

北海道
平均値

3.1年 4.1年 4.4年

6.0月 6.5月 7.9月

8.8月 7.1月 7.5月

16.3% 15.3% 16.9%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

町村Ⅱ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年推移

松前町

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

0

3

6

9

12

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

積立金等月収倍率５ヵ年推移



◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 546 553 669 646 634 12.1% 1,103 20.9%

　地方譲与税・交付金 206 201 230 254 240 4.6% 311 5.9%

　地方交付税 2,908 2,959 2,974 3,270 3,302 62.9% 2,325 44.0%

　国（県）支出金等 497 520 775 968 909 17.3% 1,204 22.8%

　分担金及び負担金・寄附金 20 10 21 21 25 0.5% 160 3.0%

　使用料・手数料 120 120 106 105 113 2.2% 95 1.8%

　事業等収入 49 43 37 37 28 0.5% 87 1.6%

行政経常収入 4,345 4,406 4,811 5,302 5,251 100.0% 5,284 100.0%

　人件費 886 875 988 1,019 1,048 20.0% 1,027 19.4%

　物件費 720 767 715 806 820 15.6% 1,001 18.9%

　維持補修費 58 65 73 58 71 1.4% 86 1.6%

　扶助費 451 444 443 493 532 10.1% 701 13.3%

　補助費等 1,137 1,138 1,263 1,443 1,594 30.4% 1,041 19.7%

　繰出金（建設費以外） 559 563 552 531 531 10.1% 519 9.8%

　支払利息 33 27 21 16 15 0.3% 21 0.4%

　（うち一時借入金利息） (0) (0) (0) (0) (0) (0)

行政経常支出 3,844 3,879 4,055 4,366 4,611 87.8% 4,395 83.2%

行政経常収支 501 527 756 936 640 12.2% 889 16.8%

　特別収入 41 59 719 49 100 137

　特別支出 7 － 686 6 － 74

行政収支（A） 535 586 789 979 739 952

■投資活動の部■

　国（県）支出金 124 343 293 269 85 45.9% 291 38.7%

　分担金及び負担金・寄附金 6 8 20 12 24 12.7% 203 26.9%

　財産売払収入 11 20 20 36 27 14.7% 21 2.8%

　貸付金回収 41 41 30 31 31 16.5% 19 2.6%

　基金取崩 3 5 4 5 19 10.2% 218 29.0%

投資収入 185 417 367 354 185 100.0% 753 100.0%

　普通建設事業費 849 982 589 715 449 242.3% 1,026 136.2%

　繰出金（建設費） － － － － － 0.0% 19 2.5%

　投資及び出資金 － － － － － 0.0% 16 2.1%

　貸付金 41 42 33 31 30 16.2% 35 4.6%

　基金積立 57 12 27 19 60 32.6% 356 47.3%

投資支出 947 1,036 649 765 539 291.2% 1,452 192.8%

投資収支 ▲763 ▲619 ▲281 ▲411 ▲354 ▲191.2% ▲699 ▲92.8%

■財務活動の部■

　地方債 685 623 490 662 551 100.0% 626 100.0%

  （うち臨財債等） (135) (102) (96) (121) (33) (127)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 685 623 490 662 551 100.0% 626 100.0%

　元金償還額 714 768 771 808 811 147.3% 597 95.3%

　（うち臨財債等） (196) (203) (199) (194) (182) (196)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 714 768 771 808 811 147.3% 597 95.3%

財務収支 ▲29 ▲145 ▲280 ▲146 ▲261 ▲47.3% 29 4.7%

収支合計 ▲256 ▲178 228 422 125 282

償還後行政収支（A-B) ▲178 ▲182 18 170 ▲72 354

■参考■

実質債務 5,599 5,614 5,083 4,502 4,072 1,892

（うち地方債現在高） (7,552) (7,407) (7,126) (6,980) (6,719) (5,740)

積立金等残高 1,959 1,792 2,043 2,478 2,648 3,924

※類似団体平均値は、各団体のR３年度計数を単純平均したものである。

類似団体平均値
（R3年度）H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
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②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　「１．債務償還能力について　②フロー面」に記載のとおり、収支低水準の状況にはない。

※債務償還可能年数
令和4年度の債務償還可能年数6.3年は、当方の診断基準（15年）を下回っている。
なお、令和3年度の債務償還可能年数4.8年は、類似団体平均3.1年と比較すると上回っている。

２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての積立金等の
水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）
　資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、令和4年度では6.0ヶ月と当方の診断基準（3ヶ月）を上回っているこ
とから、積立低水準の状況にはない。
　なお、令和3年度の積立金等月収倍率5.6ヶ月は、類似団体平均8.8ヶ月と比較すると下回っている。

②フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））
　償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、令和4年度では12.1％と当方の診断基準（10％）を上回っていることか
ら、収支低水準の状況にはない。
　なお、令和3年度の行政経常収支率17.6％は、類似団体平均16.3％と比較すると上回っている。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経常収支率を利
用して、ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（債務の水準）
　債務の水準を示す実質債務月収倍率は、令和4年度（診断対象年度）では9.3ヶ月と当方の診断基準（18ヶ月）を下回っ
ていることから、債務高水準の状況にはない。
　なお、令和3年度の実質債務月収倍率10.1ヶ月は、類似団体平均6.0ヶ月と比較すると上回っている。

松前町



H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
類似団体平均値

（R3年度）

債務償還可能年数 3.9年 8.7年 7.9年 11.5年 10.0年 11.1年 10.6年 6.7年 4.8年 6.3年 3.1年

実質債務月収倍率 9.1月 12.2月 12.0月 12.3月 14.2月 15.4月 15.2月 12.6月 10.1月 9.3月 6.0月

積立金等月収倍率 4.8月 5.5月 6.1月 6.1月 6.6月 5.4月 4.8月 5.0月 5.6月 6.0月 8.8月

行政経常収支率 19.5％ 11.6％ 12.6％ 8.9％ 11.8％ 11.5％ 11.9％ 15.7％ 17.6％ 12.1％ 16.3％

財務上の留意点

●財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義
　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支
　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）
　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）
　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等
　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金
　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準
①実質債務月収倍率24ヶ月以上

②実質債務月収倍率18ヶ月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1ヶ月未満

②積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ
　行政経常収支率10%未満

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　債務償還可能年数15年以上



３．財務の健全性等に関する事項

○平成30年度以降積立低水準となっていない理由・背景
　直近5年間継続して積立金月収倍率が当方の診断基準である3ヶ月を上回っていることから、積立低水準となっていない。主な理由
は、上記のとおり行政経常収入は増加傾向となっているものの、新型コロナウイルス感染症の影響により一般財源を用いた事業が減
少し、財政調整基金が増加したことで、積立金等残高が増加したためと考えられる。

○平成30年度以降収支低水準となっていない理由・背景
　直近5年間継続して行政経常収支率が当方の診断基準である10％を上回っていることから、収支低水準となっていない。主な理由
は、新型コロナウイルス感染症の影響による補助費等の増加により、行政経常支出が増加推移しているものの、上記のとおり行政経
常収入についても増加傾向にあり、行政経常収支が一定程度確保できているためと考えられる。

【今後の見通し】

　貴町においては、収支計画を作成していないことから、今後の見通し（おおむね3年間程度）についてはヒアリングにより確認した。
　今後の見通しをもとに算出した財務指標は以下のとおり。

○債務償還能力の見通し

①ストック面（債務の水準）
　地方債現在高については、小島地区テレビ共同受信施設整備事業等の大型事業により、起債が増加する見込みであることから、増
加する見込みである。また、積立金等残高については、上記大型事業の実施により財政調整基金の取崩を予定していることから、減
少する見込みである。積立金等残高が減少し地方債現在高が増加する見込みであることから、実質債務は増加する見込みである。
　行政経常収入は、ふるさと納税の増加に伴う分担金及び負担金・寄付金の増加が見込まれるものの、人口減少等に伴い普通交付
税が減少する見込みであることなどから、行政経常収入は減少する見込みである。
　以上より、実質債務は増加し行政経常収入は減少する見込みであることから、実質債務月収倍率は上昇する見通しである。

②フロー面（償還原資の獲得状況）
　行政経常収入は、上記のとおり減少する見込みである。行政経常支出は、物価高騰により施設の維持管理費の増加が見込まれる
こと、また、人件費についても会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給などにより増加が見込まれることから、増加する見込みで
ある。行政経常収入は減少し、行政経常支出は増加する見込みであることから、行政経常収支は減少する見込みである。
　行政経常収支の減少幅が行政経常収入の減少幅を上回ることから、行政経常収支率は低下する見通しである。なお、実質債務は
増加し、行政経常収支は減少する見込みであることから、債務償還可能年数は長期化する見通しである。

○資金繰り状況の見通し
①ストック面（資金繰り余力の水準）
　上記のとおり、行政経常収入は減少するものの、積立金等残高の減少幅が行政経常収入の減少幅を上回ることから、積立金等月
収倍率は低下する見通しである。

②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　上記のとおり、行政経常収支率は低下し、実質債務は増加することから、債務償還可能年数は長期化する見通しである。

【収支系統】

【債務系統】

○平成30年度以降債務高水準となっていない理由・背景
　直近5年間継続して実質債務月収倍率が当方の診断基準である18ヶ月を下回っていることから、債務高水準となっていない。主な理
由は、償還の進捗及び償還額を超えないように起債額を抑制してきたことから、地方債現在高が減少推移していることに加え、新型コ
ロナウイルス感染症関連の国庫支出金等が増加し、行政経常収入が増加傾向となっているためと考えられる。

【積立系統】

松前町

行政経常収支率

積立金等月収倍率

実質債務月収倍率

備考

債務償還可能年数 6.3年 長期化する見通し

指標 R4年度

上昇する見通し9.3ヶ月

低下する見通し6.0ヶ月

低下する見通し12.1%



① 今後の財政運営について
　貴町の債務償還能力及び資金繰り状況は、診断対象年度である令和4年度において留意すべき状況にはないと考えられる。一方
で、ヒアリングにより今後の見通しを確認したところ、小島地区テレビ共同受信施設整備事業等の大型事業に伴う起債や基金の取崩
による実質債務の増加が見込まれる。また、人口減少等に伴う普通交付税等の減少や、物価高騰による施設の維持管理費等の増
加により行政経常収支は減少する見通しである。
　今後、当方の診断基準である4指標全てが悪化する見通しであり、今後の環境変化にも対応し安定した財政運営を行っていくために
も、収支計画の策定を検討する等将来の財政見通しを把握した上で、今まで以上に計画的かつ収支のバランスを意識した財政運営
に取り組まれることが望まれる。

② 一般会計における病院事業会計に対する財政負担について
　貴町の病院事業は、医業費用を医業収益で賄うことができておらず、毎年一般会計から負担金等の繰出しを行っているものの、令
和元年度からは総収益から総費用を差し引いた損益について赤字となっている。病院事業経営の悪化に伴い、令和6年度からは病
院事業会計に対する補助費について年間数千万円の増加を見込んでおり、さらに、設備の老朽化等に伴い松前町立病院の建て替え
工事を検討していることから、一般会計の負担が増加することが見込まれる。
　以上のことを踏まえ、持続可能な病院経営と町財政の維持のためにも、独立採算の原則を意識した上で、松前病院経営強化プラン
に基づいた病院運営を行っていくことを期待したい。

③「松前町総合計画」の活用による地域活性化について
　貴町の総合計画は、前期計画（平成30年度から令和4年度）の5か年と、後期計画（令和5年度から令和9年度）5か年の10か年計画
から成り立っている。当計画では、人口減少・少子高齢化が進行していく中で、持続可能な地域社会の実現に向けて、7つの基本構想
に基づき基本計画を策定している。 特に「力を合わせて産業を育てる活力のあるまち」をつくるため、観光業、水産業、畜産業等にお
いて種々の施策を実施している。
　観光業においては、情報観光の充実に取り組み、町公式のLINEアカウントの登録者数は、インターネット上で公表されている道内自
治体のLINEアカウント登録者ランキングで全体の10位、町村単位では1位となっている。松前城資料館では2021年より御城印の販売
を開始し、松前藩屋敷では浮きアジサイといったイベントが人気を集めていることから、新型コロナウイルス感染症の影響で減少した
両施設における観光入込数は、2022年にはコロナ前と同水準にまで回復した。
　また、水産業においては、「漁業支援総合補助金」を活用し、ウニやナマコの増養殖事業等の育てる漁業に取り組むことで、安定的
収入の増加を図っており、畜産業においては、畜産経営における初期投資の負担軽減のため「肉牛改良センター」の賃貸型牛舎の整
備を進めており、将来的には牛肉の提供による町内外からの交流人口の増加を見込んでいるなど、畜産業を地域活性化の役割を担
う主産業とするべく取り組んでいる。
　今後も、後期計画に沿った更なる発展に向けた各種事業の推進により、地域の課題解決に取り組まれるとともに、持続的なまちづく
りを進めていくことを期待したい。

【その他の留意点】
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●計数補正

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。

№ 補正科目

1
積立金等残高（財政調整基
金）

2
行政経常収入（国（県）支
出金等—国庫支出金）

3 行政特別収入（その他）

4
行政経常支出（補助費等－
その他）

5 行政特別支出（その他）

年度 計数補正前 計数補正後

H30年度 11.4年 11.1年

R元年度 10.9年 10.6年

R2年度 6.9年 6.7年

R3年度 4.9年 4.8年

R4年度 6.6年 6.3年

H30年度 15.8ヶ月 15.4ヶ月

R元年度 15.7ヶ月 15.2ヶ月

R2年度 11.4ヶ月 12.6ヶ月

R3年度 10.5ヶ月 10.1ヶ月

R4年度 9.6ヶ月 9.3ヶ月

H30年度 4.9ヶ月 5.4ヶ月

R元年度 4.4ヶ月 4.8ヶ月

R2年度 4.1ヶ月 5.0ヶ月

R3年度 5.2ヶ月 5.6ヶ月

R4年度 5.6ヶ月 6.0ヶ月

H30年度 11.5% 11.5%

R元年度 11.9% 11.9%

R2年度 13.7% 15.7%

R3年度 17.6% 17.6%

R4年度 12.1% 12.1%

○財務指標への影響

理由

北海道市町村備荒資金組合納付金の年度末残高（超過額）は、取崩しに制限がな
く、換価性に問題がないため、増額補正を行った。

特別定額給付金給付事業費補助金686,100千円は、臨時的かつ多額な収入であるた
め、減額補正を行った。

特別定額給付金給付事業費補助金686,100千円は、臨時的かつ多額な収入であるた
め、増額補正を行った。

特別定額給付金給付事業費686,100千円は、臨時的かつ多額な支出であるため、減
額補正を行った。

特別定額給付金給付事業費686,100千円は、臨時的かつ多額な支出であるため、増
額補正を行った。

財務指標

債務償還可能年数

行政経常収支率

積立金等月収倍率

実質債務月収倍率
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